
　退職や失業などにより所得が無くなったり、著しく
減少した場合で、一定の要件を満たしていれば減免を
受けることができます。
　減免の申請をされる方は、申請期限（納期限）まで
に申請書をご提出ください。
　減免申請書は税務グループの窓口にあります。
▶対象　
【Ａ】次の①～③全てに該当する方
①平成28年中の総所得金額が600万円以下の人。
②失業、休業・休職、または廃業などの事由が発生し
た方。（※休業の場合は、休業期間中に納期限の到来
する納期分のみが減免対象となります）
③事由発生後1年間の総所得金額が、前年の総所得金
額と比べて半分以下に減少すると認められる人。

▶問合せ　税務グループ☎０７９（４３５）０３５８
住民税（町県民税）の減免

　平成26年度税制改正により、給与所得控除について見直しが実施されることが決まっています。給与所得者の
必要経費に比しても、主要国の水準に比しても過大であり、水準の適正化が必要であるとのことが見直しの理由と
なっています。

▶問合せ　税務グループ☎０７９（４３５）０３５８
給与所得控除の段階的な引き下げ
平成29年度から適用される税制改正

【Ｂ】納税義務者が死亡し、相続人の納税が困難であ
ると認められる場合（課税の基礎となった年分の相続
人及び被相続人の両方において総所得金額が800万円
以下であること）
【Ｃ】その他に勤労学生、未成年、障害者、寡婦（寡
夫）、療養などの減免もありますので、詳細について
は、役場のホームページまたは、お電話で問い合わせ
ください。
▶申請時必要書類など　納税通知書・印鑑・前述の
②・③に該当することを証明できる書類（雇用保険受
給資格者証、無職の申立書、税務署への廃業届出書控、
医師の診断書など。年金受給者は年金証書・年金改定
通知など最新の年金額がわかるもの）
　相続人が町外の方の場合は、相続人の所得証明書

給与などの収入金額
平成27年分
（平成28年度課税）まで
収入金額×40％
65万円に満たない場合は65万円180万円以下

180万円超360万円以下
360万円超660万円以下
660万円超1,000万円以下
1,000万円超1,200万円以下
1,200万円超1,500万円以下
1,500万円超

収入金額×30％＋18万円
収入金額×20％＋54万円
収入金額×10％＋120万円
収入金額×5％＋170万円
収入金額×5％＋170万円
245万円

平成28年分
（平成29年度課税）
同じ
同じ
同じ
同じ
同じ
230万円（上限）
230万円（上限）

平成29年分
（平成30年度課税）以降
同じ
同じ
同じ
同じ
220万円（上限）
220万円（上限）
220万円（上限）
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■ 

空
き
家
の
所
有
者
に
は
管
理
責
任
が
あ
り
ま
す
！

　
こ
ん
な
状
態
で
、
周
辺
の
迷
惑
に
な
っ
て
い
ま
せ
ん
か
？

　
空
き
家
を
放
置
す
る
と
様
々
な
問
題
が
生
じ
、
他
人
に
危

害
を
加
え
る
と
、
損
害
賠
償
を
請
求
さ
れ
る
こ
と
が
あ
り
ま

す
。

■ 

空
き
家
の
適
切
な
管
理
を
し
ま
し
ょ
う
！

　
ト
ラ
ブ
ル
を
避
け
る
た
め
に
も
、
次
の
事
項
に
心
掛
け
、

適
切
に
管
理
し
て
く
だ
さ
い
。

・
ご
近
所
や
自
治
会
と
連
絡
先
を
確
認
し
合
い
、
異
常
が
あ

っ
た
際
に
連
絡
を
取
れ
る
よ
う
に
備
え
る

・
定
期
的
に
施
錠
や
建
物
・
塀
な
ど
の
状
況
を
確
認
し
、
破

損
な
ど
が
あ
れ
ば
修
繕
な
ど
を
行
う

・
定
期
的
に
立
木
の
剪
定
や
雑
草
の
除
草
を
行
う

・
ご
自
身
で
管
理
が
で
き

な
い
場
合
は
、
業
者
や

知
り
合
い
の
人
に
管
理

を
依
頼
す
る

　軽
易
な
作
業
は
、
シ
ル

バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
で
も

可
能
で
す
。
詳
し
く
は
、

直
接
お
問
い
合
わ
せ
く
だ

さ
い
。

（
公
社
）
加
古
郡
広
域
シ

ル
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ー
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材
セ
ン
タ
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■ 

特
定
空
家
等
に
対
す
る
措
置

　
適
切
な
管
理
が
行
わ
れ
て
い
な
い
空
き
家
を
放
置
し
続
け
、

空
家
等
対
策
の
推
進
に
関
す
る
特
別
措
置
法
第
２
条
第
２
項

に
規
定
さ
れ
る
「
特
定
空
家
等
」
と
判
定
さ
れ
る
と
、
法
に

基
づ
く
措
置
に
よ
り
、
状
態
の
改
善
を
求
め
る
こ
と
と
な
り

ま
す
。

〈
特
定
空
家
と
は
次
の
よ
う
な
状
態
を
い
い
ま
す
〉

・
そ
の
ま
ま
放
置
す
れ
ば

倒
壊
な
ど
著
し
く
保
安

上
危
険
と
な
る
お
そ
れ

の
あ
る
状
態

・
著
し
く
衛
生
上
有
害
と

な
る
お
そ
れ
の
あ
る
状

態
・
適
切
な
管
理
が
行
わ
れ

て
い
な
い
こ
と
に
よ
り

著
し
く
景
観
を
損
な
っ

て
い
る
状
態

・
そ
の
他
周
辺
の
生
活
環

境
の
保
全
を
図
る
た
め

に
放
置
す
る
こ
と
が
不

適
切
で
あ
る
状
態

■ 

空
き
家
の
譲
渡
所
得
の
３
千
万
円
特
別
控
除
に
つ
い
て

　
相
続
時
か
ら
３
年
を
経
過
す
る
日
の
属
す
る
年
の
12
月
31

日
（
平
成
28
年
４
月
１
日
か
ら
平
成
31
年
12
月
31
日
）
ま
で

に
、
被
相
続
人
の
居
住
の
用
に
供
し
て
い
た
昭
和
56
年
５
月

31
日
以
前
に
建
築
さ
れ
た
家
屋
（
耐
震
性
の
な
い
場
合
は
耐

震
リ
フ
ォ
ー
ム
を
し
た
も
の
に
限
り
、
そ
の
敷
地
を
含
む
）
、

ま
た
は
取
り
壊
し
後
の
土
地
を
譲
渡
し
た
場
合
に
は
、
当
該

家
屋
ま
た
は
土
地
の
譲
渡
所
得
か
ら
３
千
万
円
が
特
別
控
除

さ
れ
ま
す
。

　
詳
し
く
は
、
税
務
署
へ
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

※

な
お
、
こ
の
特
例
措
置
を
利
用
す
る
た
め
に
必
要
な
書
類

う
ち
、
「
被
相
続
人
居
住
用
家
屋
等
確
認
書
」
に
つ
い
て
は
、

都
市
計
画
グ
ル
ー
プ
で
交
付
し
ま
す
。

※下記は一例であり、その他様々な問題があります。

●
保
安
上
の
問
題

・
建
物
、
塀
な
ど
が
傾
い
て
倒
れ
る
お
そ

れ
が
あ
る

・
屋
根
や
外
壁
が
破
損
し
て
、
飛
散
す
る

お
そ
れ
が
あ
る

●
衛
生
上
の
問
題

・
汚
水
、
排
水
の
流
出
に
よ
り
、
臭
気
が
発
生
し
て
い
る

・
ご
み
の
放
置
な
ど
に
よ
り
、
臭
気
が
発
生
し
て
い
る

・
ご
み
の
放
置
な
ど
に
よ
り
、
ね
ず
み
、
蚊
な
ど
が
発
生

し
て
い
る

●景観や生活環境の問題
・窓ガラスが割れたまま放置されている
・草木の繁茂や立木が隣地や道路にはみ出している
・動物がすみついている
・シロアリが大量発生している
・門扉が施錠されておらず、不特定の者が容易に侵入で
きる状態で放置されている

※勧告の対象となった特定空家等に係る土地は、固定資産税の住宅用地特例の
対象から除外されます。
※命令に従わない場合は、過料に処せられることがあります。
※代執行に要した費用は、義務者（所有者など）から徴収します。

＜措置の流れ＞

助言・指導 勧告 命令 代執行

●空家等相談窓口
　空き家などに関する相談や苦情などについては、多岐の
分野にわたるため、相談窓口を設置しました。
※播磨町内にある空き家などが対象です。
▶問合せ　都市計画グループ　計画チーム
　　　　　☎０７９（４３５）２３６６
▶時間　８：30～17：15
　　　　（土・日曜日、祝日、年末年始を除く）

●播磨町空家等対策計画を策定しました
　本計画では、空き家などの状況に応じ、適正管理などの
情報提供や支援を行い、特定空家等への移行予防を図るこ
と、特定空家等については、法に基づく特定空家等に対す
る措置を行うことを基本方針としています。
　詳しい内容は、下記のホームページを参照ください。
http://www.town.harima.lg.jp/toshikekaku/kurashi/
machizukuri/toshi/akiya/akiyakeikaku.html
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